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　議会事務局長　　　　宮秋伸一
　議会事務局主任主事　友松　円
○議事日程
平成２７年第２回定例会議事日程（１日目）
平成２７年６月９日　午前１０時００分　開会
日程第　１　会議録署名議員の指名
日程第　２　会期の決定
日程第　３　諸般の報告

日程第　４　報告第　２号　平成２６年度上毛町一般会計繰越明許費繰越計算書の報告について
日程第　５　報告第　３号　平成２６事業年度上毛町土地開発公社の事業報告及び決算について
日程第　６　報告第　４号　しんよしとみ街づくり有限会社の平成２６事業年度の決算及び平成２７事業年度の事業計画について
日程第　７　議案第３４号　専決処分の承認を求めることについて（上毛町税条例等の一部を改正する条例）
日程第　８　議案第３５号　専決処分の承認を求めることについて（上毛町国民健康保険税条例の一部を改正する条例）
日程第　９　議案第３６号　上毛町手数料条例の一部を改正する条例について
日程第１０　議案第３７号　平成２７年度上毛町一般会計補正予算（第１号）
日程第１１　議案第３８号　平成２７年度上毛町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）
日程第１２　議案第３９号　平成２７年度上毛町簡易水道事業特別会計補正予算（第１号）
日程第１３　議案第４０号　吉富町外１町環境衛生事務組合規約の変更について
日程第１４　発議第　３号　ウイルス性肝炎患者に対する医療費助成の拡充を求める意見書（案）

日程第１５　発議第　４号　「手話言語法（仮称）」の制定を求める意見書（案）
○委員会付託
総務、産業・建設常任委員会
議案第３６号　上毛町手数料条例の一部を改正する条例について
議案第３７号　平成２７年度上毛町一般会計補正予算（第１号）（所管分）
議案第３９号　平成２７年度上毛町簡易水道事業特別会計補正予算（第１号）
文教・厚生常任委員会
議案第３７号　平成２７年度上毛町一般会計補正予算（第１号）（所管分）

議案第３８号　平成２７年度上毛町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）

議案第４０号　吉富町外１町環境衛生事務組合規約の変更について
発議第　３号　ウイルス性肝炎患者に対する医療費助成の拡充を求める意見書（案）

発議第　４号　「手話言語法（仮称）」の制定を求める意見書（案）
○　会　議　の　経　過　（初日）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　開会　午前１０時００分
○議長（安元慶彦君）皆さん、おはようございます。定刻になりました。御起立をお願いいたします。
　傍聴者の方も御協力をお願いします。

　一礼して着席してください。礼。
　ただいまの出席議員は全員です。
　ただいまから平成２７年第２回上毛町議会定例会を開催します。

　これから、本日の会議を開きます。
　本日の議事日程は、お手元に運営資料を配付しておりますので、ごらんください。
───────────────────────────────
○議長（安元慶彦君）日程第１、会議録署名議員の指名を行います。
　本定例会の会議録署名議員に、７番峯議員、８番三田議員を指名します。
───────────────────────────────
○議長（安元慶彦君）日程第２、会期の決定を議題とします。

　お手元の資料をごらんください。
　今期定例会の運営については、議会運営委員会委員長に審議をお願いしたところ、６月５日に委員会を開催していただき、定例会の会期を本日から１９日までの１１日間とする内容の答申をいただきました。
　お諮りします。今期定例会の会期は、議会運営委員長の答申のとおり、本日から１９日までの１１日間といたしたいと思いますが、これに御異議ありませんか。
（「異議なし」という声あり）
○議長（安元慶彦君）異議なしと認めます。よって、本定例会の会期は、本日から１９日までの１１日間とすることに決定いたしました。
───────────────────────────────
○議長（安元慶彦君）日程第３、諸般の報告を行います。
　今期定例会に提出された議案は、町長から報告３件、承認２件、条例案１件、予算案３件、その他１件と、議員提出の発議２件の合計１２議案であります。
　次に、本定例会の会期日程を申し上げます。お手元に配付の運営資料１ページをごらんください。
　本日の会議では、議案を一括上程し、町長提出案件については提案理由の説明を受け、総括質疑を行います。ただし、報告２号から４号の３件及び議案３４号、３５号の２議案の計５議案は、本日受理、審議、採決を行い、残りの５案は後でお諮りし、所管の常任委員会に審査を付託する予定です。また、議員から提出された発議２件につきましては、提出者の趣旨説明を受け、質疑を行った後、所管の常任委員会に審査を付託する予定です。
　ここで、皆様にお願いいたしますが、本日審議、採決を予定している議案に対する質疑は、議案内容の説明の際に行っていただきますよう御協力をお願いいたします。

　６月１２、１３日、本会議を開催し、一般質問を行う予定ですが、１２日に一般質問が全部終了すれば、１３日は休会といたします。

　６月１５日を文教厚生常任委員会、６月１６日を総務産業建設常任委員会の開催日にいたしたいと思います。
　６月１９日に本会議を開催し、各常任委員長から委員会付託案件の審査状況の報告を受け、討論、採決を行います。

　ただいま報告いたしました議会の運営事項については、議会運営委員会に諮問し、決定を受けておりますので、報告をいたします。
　地方自治法第１２１条の規定に基づき、町長並びに教育委員長に出席の要求をいたしましたところ、お手元に配付の名簿のとおり、説明員の出席報告がありましたので、これを許可し出席いただいております。
　これで諸般の報告を終わります。
───────────────────────────────
○議長（安元慶彦君）これから議案の上程を行います。なお、議案の上程に際し、議案名の朗読は省略いたします。
　日程第４報告第２号、日程第５報告第３号、日程第６報告第４号、日程第７議案第３４号、日程第８議案第３５号、日程第９議案第３６号、日程第１０議案第３７号、日程第１１議案第３８号、日程第１２議案第３９号、日程第１３議案第４０号、以上１０件を一括上程します。
　提案理由の説明を求めます。
　町長。
○町長（坪根秀介君）皆さん、おはようございます。
　本日ここに、平成２７年第２回上毛町議会定例会を招集いたしましたところ、議員各位には公私ともに御多用の中、万障お繰り合わせの上御参集いただき、厚くお礼を申し上げます。
　さて、地方財政の借入残高は、平成２５年度末で２０２兆円と、近年の地方税収等の落ち込みや財源不足の補填、景気対策のための地方債の増発等により極めて高い水準にあり、今後もその償還額の負担が高水準で続くため、将来の財政運営が圧迫されることが強く懸念されています。また、平成２５年度の全国市町村の経常収支比率は、前年度と比べ０.５ポイント低下したものの、依然として弾力性に乏しい財政状況が続いております。

　また、地方交付税及び臨時財政対策債の総額は、平成１６年度から平成１９年度まで大幅に削減された後、平成２０年度から平成２２年度まで増額されました。平成２３年度は、臨時財政対策債の大幅な減額により、総額で１.１兆円の減額となりました。平成２６年度は、地方税収の増加により、平成２２年度以降で最も低い水準となっております。

　こうした流れの中、ことしは地方創生元年であり、本町も人口減少、少子高齢化という大きな課題を抱えているところでございますが、子育て支援のさらなる充実を図り、定住対策を推進するなど、町の将来を見据えた持続可能な町づくりをさまざまな角度から見直していかなければならないと考えているところであります。これまでも人口減少に端を発する諸問題に対して地域活性化の政策が実施されてきましたが、今回の地方創生については、明らかに従来と異なるのは、補助金などに頼らない地域の自立がポイントであると、石破大臣はたびたび発言されています。そして、熱意と創意工夫のある自治体を国は全力で支えると言っておられます。
　つまり、今までは格差のないように、一律にというのが施策の理念であったわけですが、今回は正々堂々と、おのおのの地域の個性を最大限に発揮し、それぞれの地域にしかないものを核として、自立していくということを理念としていく。したがって、地方から中央に対して何か下さいといった発想はなくなる。今後は、「ないものねだり」から「あるもの探し」へと方向転換しなければならないということで、鹿児島県鹿屋市のやねだんや島根県大田市の中村ブレイス、島根県海士町等の取り組みが好事例としてよく取り上げられているところは周知のとおりであります。

　そして、今回の取り組みは自治体があくまで主役であり、地方版総合戦略は地域で考え、国は情報、財政、人材面で支援をするのみと言い切っています。さらに、総合戦略のキーワードは、まずＫＰＩ、すなわち重要業績評価指標の策定、次にＰＤＣＡ、プラン・ドゥー・チェック・アクションのサイクルを回すこと、そして産・学・官・金・労・言の連携、この三つであるということであります。

　本町といたしましては、私の就任当初から申し上げておりますように、上毛ＰＡ・ＳＩＣ周辺の整備から始まるまちづくりをテーマに掲げ、ここを核とし、各課、各職員が連携し、知恵を出し、町全域に広げていく、そうした事業計画を推し進めているところでございます。

　なお、先般５月２５日に担当課の職員とともに上京し、石破大臣のレクチャーを受けたところであります。正味２０分というわずかな時間ではありましたが、当町の熱意だけは十分に伝えられたと思っております。大臣からも、全ての自治体が上毛町のように考えてくれたらいいのにといったありがたい言葉もいただきました。考え方、方向性が間違っていなかったと確信できたことが大きな収穫であったと思いますし、今後も各課連携のもとに全国の先進地を調査、研究し、地域の英知と情熱を融合させながら、さらにワンランク上の全国のモデルとなる事業を目指してまいる所存でございますので、今後とも議員各位の御理解、御協力のほどをよろしくお願い申し上げます。
　それでは、提案理由の説明を申し上げます。

　今議会に提出しております案件は、報告案件３件、専決処分２件、条例案件１件、補正予算３件、その他１件の計１０案件であります。

　順次、御説明をいたします。

　報告第２号、平成２６年度上毛町一般会計繰越明許費繰越計算書の報告について。平成２６年度において御可決いただきました地方創生事業の各繰越事業について、それぞれの事業の繰越額が確定いたしましたので、ここに報告するものであります。

　報告第３号、平成２６事業年度上毛町土地開発公社の事業報告及び決算について。平成２６事業年度の土地開発公社の事業内容につきましては、前年事業年度同様、一般管理費のみの執行となった決算であり、新たな企業立地、あるいは工場用地の拡大等に伴う用地購入、造成等といった具体的な事業展開には至ることなく、２６事業年度を終了いたしました。

　先般、５月２９日の公社役員会におきまして、決算等の御承認はいただきましたので、地方自治法第２４３条の３第２項の規定により議会に報告するものであります。

　報告第４号、しんよしとみ街づくり有限会社の平成２６事業年度の決算及び平成２７事業年度の事業計画について。道の駅につきましては、２６事業年度においては約８５０万円の赤字決算となりました。この赤字決算の要因は、長期にわたるトイレ改修工事、中津市における道の駅の開設、天候不順でのイベントの中止等々によるものでありますが、いずれにせよ、このような結果を真摯に受けとめ、しんよしとみ街づくり有限会社代表取締役の立場から責任を痛感する次第であります。

　今後、東九州自動車が来年３月以降に全面開通される見通しであり、この全面開通により、さらに厳しい経営環境となることが予測されますが、お客様、出荷者から愛される道の駅を目指すとともに、収益の向上に努めてまいる所存であります。

　先般、６月２日のしんよしとみ街づくり有限会社通常総会におきまして決算等を御承認いただきましたので、地方自治法第２４３条の３第２項の規定により、議会に報告するものであります。

　議案第３４号、専決処分の承認を求めることについて（上毛町税条例の一部を改正する条例）でありますが、今回の改正は、主として町民税、固定資産税等の町税の減免を受ける場合の減免申請期限の延長、ふるさと納税における申告手続の簡素化、軽自動車税の税率の特例措置及びたばこ税の特例の見直し等などについて一部改正を行うものであり、地方税法の一部を改正する法律が平成２７年３月３１日に公布されたことに伴いまして、本町の税条例の一部を改正する条例を３月３１日付で専決処分したので、これを報告し、承認を求めるものであります。

　議案第３５号、専決処分の承認を求めることについて（上毛町国民健康保険税条例の一部を改正する条例）でありますが、今回の一部改正は、国保税の基礎課税額等にかかわる課税限度額の引き上げ及び軽減判定の算定方法のうち、２割、５割軽減の基準額の見直し改正により一部改正を行うものであり、地方税法の一部を改正する法律が平成２７年３月３１日に公布されたことに伴いまして、本町の国保税条例の一部を改正する条例を３月３１日付で専決処分したので、これを報告し、承認を求めるものであります。

　議案第３６号、上毛町手数料条例の一部を改正する条例についてでありますが、鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律の法律名称の変更に伴い、別表を一部改正するものであり、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、議会の議決を求めるものであります。

　議案第３７号、平成２７年度上毛町一般会計補正予算（第１号）でありますが、今回の補正額は２,７１８万２,０００円で、歳入歳出予算総額４２億９,６１８万２,０００円とするものであります。

　歳出全般では、職員の人事異動等に伴う人件費等の組みかえを行っております。

　その他、主なものとして、総務費では、財政管理費において、固定資産台帳整備・公共施設総合管理計画策定業務委託料を計上していますが、国から、公共施設等の保有・利用状況、財政状況、人口動態などの分析に基づき、公共施設の最適な配置を実現するための長期的な取り組みが要請され、また、町が所有する土地、建物、償却資産等について、調査、評価に基づく固定資産台帳及び統一的な基準による地方公会計マニュアルに基づく財務書類を平成２９年度までに作成、整備することが要請されたところであります。これらの整備の経費として、今回、事業委託料を計上するものであります。
　企画費では、西友枝体験交流センターゆいきららの活動に要する備品等購入事業が自治総合センターの平成２７年度コミュニティ助成事業に採択されたことに伴い、ゆいきららに対する補助金を計上するものであります。

　開発交流推進費では、大池公園開発事業に伴い、水源確保のための水源探査委託料を計上するものであります。

　戸籍住民基本台帳費では、社会保障･税番号システム整備に伴う通知カード及び個人番号カードの事務処理の委託料を計上するものであります。

　民生費では、老人福祉費において、後期高齢者医療特別会計繰出金を計上していますが、職員の人事異動等に伴う繰出金の計上であります。

　農林水産費では、農業振興費において、大規模な認定農業者等に対する補助金として、力強い水田農業確立事業補助等々を計上するものであります。

　教育費では、中学校グラウンドの整備費を計上するものであります。
　今回の補正財源といたしましては、特定財源の国庫支出金では社会保障･税番号システム整備費補助金で２７５万３,０００円、県支出金で力強い水田農業確立事業補助金等々で、合わせまして８６８万２,０００円を計上、諸収入として消防団員退職報償金等々、合わせまして２３６万２,０００円、普通交付税で１,３３８万５,０００円を一般財源として充当いたしております。

　議案第３８号、平成２７年度上毛町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）でありますが、今回の補正額は９６万７,０００円を追加して、歳入歳出予算総額１億３,７２２万４,０００円とするものであります。４月の職員人事異動に伴う補正であります。

　議案第３９号、平成２７年度上毛町簡易水道事業特別会計補正予算（第１号）でありますが、今回の補正額は３３万３,０００円を追加して、歳入歳出予算総額２億４,７９９万８,０００円とするものであります。簡易水道事業の給水区域拡張により給水戸数が増となったため、水道検針員を１名増員することに伴う検針委託料と電算システム委託料の追加をお願いするものであります。

　議案第４０号、吉富町外１町環境衛生事務組合規約の変更についてでありますが、本組合の監査委員２名の選任において、うち１名を識見を有する者から選任するために本組合規約を変更する必要が生じたために、地方自治法第２９０条の規定により、議会の議決を求めるものであります。

　以上、概略を御説明いたしましたが、いずれも重要な案件でございますので、慎重に御審議をいただき、御承認、御可決をいただきますよう、よろしくお願いを申し上げまして、提案理由の説明を終わります。どうぞよろしくお願いいたします。

○議長（安元慶彦君）提案理由の説明が終わりました。
　これから提案理由に対する総括質疑を行います。前にも述べましたが、本日審議する案件に対する質疑は、議案内容の説明の際に行っていただくよう御協力をお願いいたします。
　提案理由に対する総括質疑はありませんか。
　宮本議員。
○１１番（宮本理一郎君）しんよしとみ街づくり有限会社、つまり、しんよしとみ道の駅の件でお伺い申し上げます。
○議長（安元慶彦君）宮本議員、後で。

○１１番（宮本理一郎君）ああ、そうですか。はい。
○議長（安元慶彦君）ほかに。

（「質疑なし」という声あり）

○議長（安元慶彦君）質疑なしと認め、町長の提案理由に対する質疑を終了します。

───────────────────────────────

○議長（安元慶彦君）日程第１４、発議第３号　ウイルス性肝炎患者に対する医療費助成の拡充を求める意見書（案）を議題とします。

　提出者に趣旨説明を求めます。

　廣﨑議員。

○３番（廣﨑誠治君）皆さん、おはようございます。

　それでは、ウイルス性肝炎患者に対する医療助成の拡充を求める意見書（案）について、概略趣旨説明を行います。
　全国Ｂ型肝炎訴訟九州原告団の原告者の植田勝さんほか２名の方により請願がございまして、意見書（案）を作成しておりますので、後で文教厚生委員会のほうに付託されると思いますけれども、朗読でいきたいと思いましたが、余りにも長いので、概略だけ説明させていただきます。

　我が国において、ウイルス性肝炎、特にＢ型、Ｃ型肝炎の患者が合計３５０万人以上いるということでございまして、ウイルス性肝炎患者に対する医療費助成は、現在、肝炎治療特別促進事業として実施されていますが、対象となる医療が、Ｂ型、Ｃ型肝炎ウイルスの減少を目的とした抗ウイルス薬法であるインターフェロン治療とＢ型肝炎の核酸アナログ製剤治療に限定されているということで、医療費助成の対象から外れている患者がいらっしゃいます。特に、肝硬変、肝がん患者は高額の医療費を負担せざるを得ないという形になってございますので、下のほうに書いてございます１番、ウイルス性肝硬変、肝がんに係る医療費助成制度を創設することということと、身体障害者福祉法上の肝機能障害による身体障害者手帳の認定基準を緩和し、患者の実態に応じた認定制度にすることということで、地方自治法９９条の規定により意見書を提出するものでございます。

　提出者につきましては、衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、厚生労働大臣の４名の方にこの意見書（案）を出していただくという形になります。

　概略説明は以上でございます。

○議長（安元慶彦君）廣﨑議員の趣旨説明が終わりました。

　趣旨説明に対する質疑を行います。

　質疑はありませんか。

（「質疑なし」という声あり）
○議長（安元慶彦君）質疑なしと認め、廣﨑議員の趣旨説明に対する質疑を終了します。
───────────────────────────────
○議長（安元慶彦君）日程第１５、発議第４号　「手話言語法（仮称）」の制定を求める意見書（案）を議題とします。

　提出者に趣旨説明を求めます。
　宮本議員。

○１１番（宮本理一郎君）それでは、「手話言語法」の制定を求める意見書（案）の御説明を申し上げます。お手元に配られている要旨に沿って御説明申し上げます。

　聴覚障害者は、同じ日本人として生まれ育ち、同じ地域で生活しながらも、見て理解する視覚言語である日本手話と、耳で聞いて理解する音声言語である日本語とでは使用する言語が違う。相互の間に十分なコミュニケーションが確立しないということで、長い間、聴覚障害者は、聞こえないのに音声言語の日本語で会話・コミュニケーションを余儀なくされ、多数派の健聴者、社会から疎外され、不利益を受けてきたと。
　２００６年、平成１８年２月に国連で採決された障害者の権利に関する条約の第２条には、「「言語」とは、音声言語及び手話その他の形態の非音声言語」と定められており、日本では２０１１年、平成２３年８月に障害者基本法の第３条第１項３号において、「全ての障害者は、可能な限り、言語（手話を含む）その他の意思疎通のための手段についての選択の機会が確保されるとともに、情報の取得、利用のための手段についての選択の機会の拡大が図られること」と改正されました。これにより、手話は言語であることが明らかにされ、手話での意思疎通及び情報の取得、利用が、聴覚障害者の権利として認められました。その上で、障害者基本法第２２条において、国、地方公共団体は情報の利用におけるバリアフリー化に関する施策を講じるよう努めなければならないとされております。
　これを実現するためには、日本手話を日本語と同等の言語として認知し、もって聴覚障害者が家庭、学校、地域社会、その他あらゆる場において、手話を使用して生活を営み、手話による豊かな文化を享受できる社会を実現するため、手話の獲得、習得及び使用に関する必要な事項を定め、手話に関するあらゆる施策の総合的かつ計画的な推進を図ることを目的とした法律の制定が必要と考えるのであります。
　よって、本上毛町議会は、政府と国会がこれに必要な措置として「手話言語法」の制定をすることを強く求めるものであります。

　先ほどと同じように、内閣総理大臣以下、７大臣に提出するものでございます。
　以上でございます。

○議長（安元慶彦君）宮本議員の趣旨説明が終わりました。

　趣旨説明に対する質疑を行います。

　質疑はありませんか。

（「質疑なし」という声あり）
○議長（安元慶彦君）質疑なしと認め、宮本議員の趣旨説明に対する質疑を終了します。

───────────────────────────────
○議長（安元慶彦君）これから、本日採決する議案の審議を行います。
　日程第４、報告第２号、平成２６年度上毛町一般会計繰越明許費繰越計算書の報告についてを議題とします。

　議案内容の説明を求めます。
　総務課長。

○総務課長（川口　彰君）それでは、報告第２号につきまして報告いたします。

　平成２６年度上毛町一般会計繰越明許費繰越計算書の報告について。地方自治法施行令第１４６条第２項の規定により、平成２６年度上毛町一般会計繰越明許費繰越計算書について次のとおり報告をするものでございます。

　繰越計算書の表を挙げておりますが、いずれも地方創生事業における地方創生先行型交付金事業と地域消費喚起生活支援型交付金事業、合わせまして３,００４万５,０００円を２６年度から２７年度に繰り越すものでございます。各事業別の繰越額につきましては表中のとおりでございます。平成２７年６月９日提出、上毛町長、坪根秀介。
　以上でございます。

○議長（安元慶彦君）説明が終わりました。

　これから質疑を行います。

　質疑はありませんか。

　茂呂議員。
○１０番（茂呂孝志君）総合戦略策定調査事業の計画、これはいつ策定されるのか。それから、この審議会条例を制定すると思うんですが、この条例の制定はいつになってっているのか。それから、この審議委員の任期。繰越明許費から見ると２年だと思いますが、任期については何年になるのかお伺いいたします。
○議長（安元慶彦君）企画情報課長。
○企画情報課長（福田正晴君）この策定につきましては、現在、町のほうで創生本部を設立し、人口ビジョンを作成のために委託業者を選定いたしまして、まず、一番大事な人口ビジョン策定のための準備を今、進めております。その後、有識者会議に審議をお願いすることになりますので、今その選考をしておりまして、各プロジェクトにおきましては係長会がございますので、その係長会にも今後の計画について案を考えるよう、一応会議の中で報告し、総合戦略がスムーズに作成できるように進めております。
　審議会につきましては、今後、先ほど言いましたが、有識者会議等がございますので、随時考えて、計画で上げていこうと思っております。できるだけ早く、その組織をつくっていこうと、今進めておるところでございます。
　以上です。

○１０番（茂呂孝志君）審議委員の任期。
○企画情報課長（福田正晴君）任期につきましては、一応、この計画、５年でございますので、任期につきましては、随時、その期間について、今後も決めていこうと、今考えております。
　以上です。

○議長（安元慶彦君）宮崎議員。
○６番（宮崎昌宗君）総合戦略策定調査業務なんですけど、恐らくこういった業務というのはコンサルタントが入ってされているとは思いますが、その業者の、プロポーザル方式で、インターネットに一時募集が出てたというふうにちょっと耳にしたんですけど、最終的にはそういった形で、プロポーザル方式で応募された業者さんが選定されたということでしょうか。
○議長（安元慶彦君）企画情報課長。
○企画情報課長（福田正晴君）４月１０日の締め切りでプロポーザルで公募いたしまして、４社の方が応募ありました。で、４月１６日に審議会を開きまして、最終的に、現在委託しているジャパンインターナショナル総合研究所のほうに委託契約を結んで事業を進めております。
　以上でございます。

○議長（安元慶彦君）宮崎議員。
○６番（宮崎昌宗君）それでは、そのプロポーザルを出したジャパンインターナショナル何とかかんとかさんに決められたポイントとかいう、当然プロポーザルですので、金額ありきじゃなくて内容見て決められたと思いますが、どの点でその業者がいいというふうに判断されたんでしょうか。

○議長（安元慶彦君）企画情報課長。
○企画情報課長（福田正晴君）これは、主に人口ビジョン、上毛町の人口動向がどのようになるかということで、それに関する取り組み、または調査の仕方等について明確な表現なり計画書が明示されておりましたので、最終的にはその業者に、その点が主な決定ポイントだったと、結果的には出ております。
　以上でございます。

○議長（安元慶彦君）ほかに。

　岩花議員。
○１番（岩花寛之君）資料の訂正をお願いできたらと思います。単位が円になっていますので、千円に変えていただいたほうがいいんじゃないかと思うんですけれど。
○議長（安元慶彦君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）御指摘ありがとうございます。まことに申しわけございません。訂正のほう、千円ということでお願いいたします。ありがとうございました。

○議長（安元慶彦君）ほかに。
（「質疑なし」という声あり）
○議長（安元慶彦君）質疑なしと認め、質疑を終了します。

　以上で、本件の報告を終わります。
───────────────────────────────
○議長（安元慶彦君）日程第５、報告第３号、平成２６事業年度上毛町土地開発公社の事業報告及び決算についてを議題とします。

　議案内容の説明を求めます。
　企画情報課長。
○企画情報課長（福田正晴君）それでは、報告第３号について御説明させていただきます。
　報告第３号、平成２６事業年度上毛町土地開発公社の事業報告及び決算について。平成２６事業年度上毛町土地開発公社の事業報告及び決算について、地方自治法第２４３条の３第２項の規定により、別紙のとおり報告する。平成２７年６月９日提出、上毛町長、坪根秀介。
　内容につきましては、去る５月２９日に開催されました土地開発公社理事会におきまして御承認いただいた資料に基づき報告させていただきます。２枚めくっていただいて、１ページをお開きください。

　そこに、１で事業概要ということでございます。朗読になりますが、ここは朗読で報告させていただきます。

　日本政府は、引き続き三本の矢からなる経済政策を一体的に推進することにより、経済の好循環を確かなものにするため、成長戦略を着実に実行し、好調な企業収益を設備投資の増加や賃上げ、雇用環境のさらなる改善等を図っています。さらに、経済の脆弱した部分に的を絞り、かつスピード感を持って緊急経済対策を実施し、地方にアベノミクスの効果を広く行き渡らせる計画であります。
　現在、北部九州は自動車産業の拠点化を推進し、１５４万台の生産能力を持ち、世界でも有数な生産拠点に成長しましたが、新興国を初めとする需要拡大に伴い、世界的な生産拠点間の競争の激化や燃料電池車、電気自動車などの次世代自動車の普及や自動車の電子化の進展など、北部九州の自動車産業を取り巻く環境は大きく変化しています。また福岡県においては、電気業を除く平成２６年の工場立地件数は前年比でマイナス１１.４％であり、企業立地の状況は、依然厳しい現状にあると思われます。
　本公社、当該事業年度において、新たな企業の立地、あるいは工場用地の拡大等に伴う用地の購入、造成等といった具体的な事業展開に至ることなく、今年度は終了いたしました。

　２番目に、理事会の議会事項でございますが、議案内容について、理事会については２回開催され、議案内容については別紙のとおりでございます。

　続きまして、２ページから３ページになりますが、役員名簿、登記事項、役員の交代について記載しております。役員の変更につきましては、右側にございますように、４名の辞任、５名の就任がございまして、変更登記ももちろん完了しております。
　４ページ、５ページになります。決算の資料でございます。

　まず、４ページでございます。収入でございます。１款の事業外収入といたしまして、基本財産に対する果実として１,２４６円の収入がございます。また、預金利子として７円で、合計１,２５３円になっております。

　続きまして、２款繰越金でございますが、９万５,７２８円で、収入の部の合計で９万６,９８１円になっております。
　続きまして、５ページをお願いします。
　支出の部でございます。事業支出がございませんので、１款の管理費といたしまして、役員の費用弁償３万８,０００円、公租公課費、法人住民税になりますが、５万円で、計８万８,０００円が支出の部の合計金額になります。

　６ページ、お開きください。
　貸借対照表でございます。まず、左の資産の部でございますが、現金が５０１万９８１円で、右側の負債の部ですが、未払金２,０００円がございます。未払金につきましては、役員の費用弁償を年度を超えて支払ったための未払金という形で上げさせていただいております。

　その下、資本金の部は、基本財産として５００万、それから前期繰越準備金が９万５,７２８円ありましたが、当期８万６,７４０円減少しましたので、準備金が８,９８１円となっております。この現金、預金につきましては、１０ページの財産目録のほうに記載がございますので、それで御確認いただければと思います。

　それから、７ページをお願いします。
　損益計算書でございます。支出の合計が販売費及び一般管理費でマイナス８万８,０００円。それから、受取利息の関係で１,２５３円でございます。差し引き、当期利益がマイナス８万６,７４７円となっております。

　それから、８ページのキャッシュ・フロー計算書、９ページの余剰金処理計算書につきましては、これまでの説明の内容のとおり各数値が計上されておりますが、９ページにございますとおり、前期繰越準備金の９万５,７２８円と当期利益金マイナス８万６,７４０円との差額８,９８１円が、次期繰越準備金として処分額となっております。

　１１ページ以降につきましては、附属明細書でございますが、ここまでの説明内容の詳細資料となっております。説明のほうは省かせていただきます。

　なお、最終ページに監事の監査報告書を添付しておりますので、御確認をお願いいたします。
　説明は以上でございます。

○議長（安元慶彦君）説明が終わりました。
　これから質疑を行います。質疑はありませんか。

　峯議員。

○７番（峯　新一君）毎年毎年、同じような報告書が出るんですけど、これに対して、使ったお金ちゅうのは役員さんのそのときの手当ぐらいしかないんですよね。だから、実際に理事会からも何人も出てるんですけど、いい案とか、こういうふうにしようとかいう前向きな姿勢ちゅうか、議論、討論なりはしてるんでしょうか。ちょっとそこら辺をお聞きします。
○議長（安元慶彦君）企画情報課長。

○企画情報課長（福田正晴君）先ほど報告しましたが、理事会は今年度、２回開催されております。基本的には企業誘致を含めたところの協議がなされる場でございまして、それを前提に、いろいろ協議はしておるところでございます。

　今年度は、企業誘致にするに当たってどういう土地があるのか、まだ企業はもちろん決まっておりませんが、町としてどういうエリアを推薦できるのかというような形で、エリアの検討に当たる部分で委員の皆さん方が理事会で検討するということを２回行っております。今後、そういう内容を含めて、具体的な企業等が出れば、さらに具体的に協議が進んでいくんじゃないかと思っております。
　以上でございます。
○議長（安元慶彦君）峯議員。
○７番（峯　新一君）どうもうちの場合は、向こうから来るのを待って、それから話そうと。だから、町長もかわり、体制も変わったんで、ここは一つ、逆に言うと手を広げて、ここに来てくださいというような、そういう構造ちゅうか、誘致を先に一般の工場に見せるほうがいいんじゃないかと思うんですよね。何か、工場がここに進出したいが、じゃあ、今から造成といったら、そういう所は、１年、２年は優にかかります。
　そうじゃなくて、こういう企業に来てもらいたい。高速道路が通って、いうなれば時間が短くなったんで、ここを拠点にしたいちゅう、自分の考えですけど、要は１カ所、倉庫なり何なりをでんと構えられる大きな土地を用意すれば、やっぱり工場のほうもちょっと考えが変わってくるんじゃないかなと。企業のほうもですね。だから、あそこを利用して、あそこから下に上にうまく物流をこなせるんじゃないかちゅうような面を、もっともっと表にアピールすべきじゃないかなと私は思います。だから、役員さん、もっと頻繁に会議をしながら、もっともっと前向きな姿勢で、５年、１０年先のことを考えてやってもらいたいと私は思います。
　以上です。
○議長（安元慶彦君）町長。今の思いを。
○町長（坪根秀介君）御指摘のように、これまでは土地を準備して動くというような動きにはなってなかったというように思いますけれども、議員御指摘のように、これからは、消費者がおりますので慎重に進めなければならないと思いますけれども、ある程度特定をして、これまで以上に国、県への要望、あるいはトップセールスも含めて進めてまいりたいと考えておりますので、今後、暖かく見守っていただきたいと思います。
○議長（安元慶彦君）ほかに。

（「質疑なし」という声あり）

○議長（安元慶彦君）質疑なしと認めます。質疑を終了します。

　これで本件の報告を終わります。

───────────────────────────────
○議長（安元慶彦君）日程第６、報告第４号、しんよしとみ街づくり有限会社の平成２６事業年度の決算及び平成２７事業年度の事業計画についてを議題とします。

　議案内容の説明を求めます。

　企画情報課長。
○企画情報課長（福田正晴君）それでは、報告第４号について御説明させていただきます。

　報告第４号、しんよしとみ街づくり有限会社の平成２６事業年度の決算及び平成２７事業年度の事業計画について。しんよしとみ街づくり有限会社の平成２６年度事業の決算及び平成２７年度事業計画について、地方自治法第２４３条の３第２項の規定により、別紙のとおり報告する。平成２７年６月９日提出、上毛町長、坪根秀介。
　内容につきましては、昨年と同様、去る６月２日に開催されました、しんよしとみ街づくり有限会社社員総会におきまして御承認いただいております資料に基づき、報告させていただきます。

　まず、決算をおつけしておりますが、この説明の前に、２６年度事業の道の駅しんよしとみの総売り上げの実績でございますが、１億８,１００万円余りで、前年度から１６.３％ほど減少しております。町長の最初の説明でもありましたが、昨年は道の駅なかつの開業や、天候不良によるたび重なるイベントの中止やトイレの改修など、さまざまな要因が重なり、大幅な売り上げの減少になりました。後で２７年度計画で御説明しますが、売り上げ増に向けての直売所の運営の見直しが必要であり、品質管理、品ぞろえ、消費者ニーズの把握の取り組みなど、販売体制などの仕組みづくりの構築等を出荷組合等を含めたところで、いろんな意見を聞いて進めていく必要があると考えております。

　それでは、決算報告書の１ページをお開きください。
　初めに貸借対照表でございます。左側、資産の部でございます。現金、預金など流動資産の計が２,０４４万２,９９１円。それから、建物、構築物のほか、出資金を含めた固定資産が６２０万７,７６１円で、資産の合計が２,６６５万７５２円でございます。
　右側の負債の部でございます。買掛金、未払費用など、負債合計が９６６万２２３円です。そして、その下、純資産の部で、資本金が２,０５０万円と利益余剰金がマイナス３５０万９,４７１円となっておりまして、４ページの株主資本等変動計算書の純資産合計額に同じになります。
　済みません、ちょっと飛びましたが、１ページの下の負債、純資産の合計は左側の資産合計と同額でございまして、２,６６５万７５２円であります。

　次に、２ページ目の損益計算書でございます。この表の一番右側の欄の数字を御確認ください。最初の数字に９,０４２万３,７３７円、これが売上高の合計で、対前年度比で１８.４％の減になっております。その下にあります売上原価も４,９０１万１,０５４円で、対前年度比で１２.７％の減になっております。中段にあります売上総利益金額は４,１４１万２,６８３円で、こちらも大幅の減になっております。
　それから、販売費及び一般管理費につきましては５,０２５万７,６８７円で、詳細は次ページにございますが、人件費の削減等により２００万程度の削減は行っておりますが、経費として５,０００万程度の管理費がかかったということで明記されております。
　売上総利益金額との差のマイナス８８４万５,００４円が当期の営業損失金額になります。これから営業外収入の５４万１,６３８円を加えまして、その下の法人税などの租税公課１８万３,４６７円を差し引いた金額８４８万６,８３３円が当期の純損失金額ということになっております。

　なお、３ページは販売費及び一般管理費の科目別の明細になっております。

　で、４ページにつきましては、先ほど言いましたが、株主資本等変動計算書で、当期の純損失額マイナス８４８万６８３円が計上され、当期末の純資産合計残高は１,６９９万５２９円となっております。

　また、５ページのほうに監査報告書をおつけしております。

　続きまして、２７年事業年度計画でございます。

　６ページからになります。基本方針並びに各事業の取り組みについて記載がございますとおりです。道の駅も多様な展開が必要になっている現在でございます。直売所の運営の見直しも必要になっておりますし、品質管理、品ぞろえ、消費者ニーズの把握など、販売改革と地域活性化にどうつなげていくか、考えなくてはいけない時代となります。そのため、周辺市町を含む地元固定客の獲得に向けた商品構成や弁当、総菜などの部門強化を図りながら、出荷組合等との共同イベントの開催、農産物の訪問集荷や買い物代行サービスなどを継続し、物産品の開発研究、地域産品の販売促進など、直売所の強みを再確認し、それを発揮できる組織づくり、仕組みづくりを強化し、外部への情報発信による収穫向上に努めていくということで、全体的な事業計画は６ページに上げております。

　次に７ページ、８ページをお開きください。平成２７年度の収支予算でございます。予算規模といたしましては、歳入、歳出ともに６,４７０万円で、前年度から３００万円の増額になっております。

　初めに、収入の部でございます。
　売上総収入が３００万円の増となっております。これは、委託販売手数料になります町外委託売り上げが１００万の増。これは何かと言いますと、お土産や弁当、町外のほうにも力を入れるということで１００万円の増を計上しております。また、仕入れ商品の売り上げ２００万の増ということで計上なっておりますが、これは、昨年の１２月から販売している海産物の売り上げの強化を計画しておりまして、その増収分を一部見込んで計上しているところでございます。

　続きまして、支出の部でございます。次ページをお願いします。
　変更点といたしましては、給与、手当で減の２５０万になっております。これは、事務員１名減によるものでございます。管理費の旅費、交通費で職員の資質向上、運営体制強化のための研修費として３４万円の増額になっております。水道光熱費ですが、海産物等の仕入れ、商品の販売強化に伴う冷蔵庫の増設等のための電気代増ということで計上しております。繰延資産償却費が今年度は発生しません。あとは、予備費を２９６万増額しておりますが、その他の項目は昨年と同額になっております。
　以上ですが、説明を終わらせていただきます。

○議長（安元慶彦君）説明が終わりました。
　これから質疑を行います。質疑はありませんか。

　宮本議員。

○１１番（宮本理一郎君）ただいま説明をいただきましたけれども、私はこの決算書を見まして、非常に不十分、不満であると言わざるを得ません。
　単純に、まず御説明しますけれども、売り上げがお手元のとおり９,０４２万３,０００円で、売上原価、つまり支払いです。商品代が４,９００万。ここで、差し引き４,１００万の粗利益額が出てるわけです。
　つまり私が言いたいのは、一般の食品を扱うスーパー、百貨店、量販店においては、食品の粗利は２０から２５％です。百貨店の衣料品が５０％前後だというふうになってます。それを比較しますと、粗利の段階で、これはもう４５％とってるわけですよね。粗利を４５％とってます。で、一般管理費、いわゆる経費が５,０００万とってる。これじゃあ利益が出ようがないです。利益が出ようがない。冒頭、トイレの改修だとか、なかつ道の駅のオープンだとかいう御説明ありましたが、これは、昨年のこの事業計画を策定する段階において、トイレの改修や中津の道の駅がオープンするということは既に織り込み済みであって、わかってる段階において計画書を立てたと思います。ですから、先ほどおっしゃったこういうことは言いわけとしか聞こえません。この段階で言えることは、売り上げを伸ばす方法か経費を削る方法か、それしかないんですね。私は思います。

　で、５ページで監査役の方が判こを押してます。監査人というのは、このバランスシートが出た段階において、数値の整合性のチェックだと思うんです。この中身のチェックよりも、数字がプラス・マイナス合ってるかどうかということの精査だと思いますから、この方にどうこう言うつもりはございませんが、余りにも、これは民間では考えられないようなバランスシートでございます。
　極端に言えば、粗利が４５％出てるということは、１００円の商品を２００円で、倍で売ってるわけです。だから、それなりの最終利益が。普通は純利益は１０％から１５％、どこも民間ではとりますけれども、こういうマイナス８４０万、大きな事業を進めたとはいえ、承服しがたいような数字じゃないかと思うんですが、いかがですか。
○議長（安元慶彦君）企画情報課長。
○企画情報課長（福田正晴君）宮本議員から御意見いただいたとおりで、マイナス８４８万６,０００円という大きな金額のマイナスでございます。前年度も、道の駅の開通やトイレの改修は全体計画の中では把握しておったところでございますが、余りにもその影響が大きかったのは確かだと思っております。近隣の道の駅についても、ちょっと御意見聞きましたが、影響はあったということでございますので、今後は、先ほど言いましたが、収支のバランスといいますが、損益計算書で出ている売上総利益金額に対しての一般管理、要するに、経費の分の内容について再度検討し、削減するところは削減していっていただくように、私の立場としてはお願いし、売り上げはこの計画に乗ってますが、この計画を随時遂行していきながら、売り上げを上げ、経費を下げていくような形で協議をお願いするような形で進めていきたいとは考えております。
○議長（安元慶彦君）宮本議員。
○１１番（宮本理一郎君）頑張っているということは理解します。しかし、頑張る、その力の入れどころが、どうもずれてるんじゃないかというふうに思うんですね。
　これ、具体的に見ますと、売上高の一番下の売上値引で７１万の値引きしておりますが、こういう値引きというのは、民間では上司の許可がないと、責任者の許可がないと、値引きしたりできないもんですが、この辺の管理はどういうふうになっているのか。
　あと、売上原価の期末棚卸高のところを見てください。６６万７,０００円。これは、棚卸し、期末決算をしたときに、あるべき数字と差が６６万あったということですね。あるべき数字に対して６６万なかったということなんですよ。つまり、商品に傷がついてて、これを商品価値がないとして廃棄処分したロスなのか、あるいはお客様が、言いにくい話ですけれども、レジを通過せずに持っていかれた、そういう盗難ロスなのか、そういう問題もいろいろ含んでるんです。だから、こういったことをね。棚卸しロス、盗難ロスというのは純益がそのままなくなってるんです。純益で残るべき金額がなくなってるということは、本当に働いてる人たちの気合いがそがれてるということですよ。
　だから私が言う、頑張ってるんだけれども、頑張りどころの力の入れどころがおかしいんじゃないかというのは、そういったところです。

　あと、３ページの販売費及び一般管理費の内容ですけれども、いわゆる固定経費というのは当然動かせないと思います。しかし、流動経費はよほど身を削る努力をしないと、この店舗は将来がないというような決算書ですよ、私に言わせれば。だから、いわゆる賃借料とか、いろんなリース代とか、修繕費とか、いろんな消耗費とかいう具体的なものが出てますけれども、こういった項目を一々精査して、新しい年度の計画書をつくるべきだと思うんです。
　普通、民間では、このお店に関しては本社から何％の利益を計上しなさいという指示がまず来ます。だから、利益をまずどのぐらい上げるかということから逆算して、売り上げ計算をするんです。当然、経費計算もします。だから、デイリーの予算とか、ウィークリー、マンスリー、それで年間の予算を組み立てるのが当たり前なんですけれども、そういったものが現場にできてるかどうか、また、そういう商売をしなさいというような指導を誰かなさってるのかというふうに思います。この決算書見て、私は、まだ稚拙だなと。数字は合ってるんですけれども、それぞれの内容が精査されてない、まだ改善すべき余地は相当あるかなと思うんです。いかがですか。
○議長（安元慶彦君）企画情報課長。
○企画情報課長（福田正晴君）宮本議員が言われましたとおり、経費につきましては、流動経費とかございますので、その経費につきましては、先ほども言いましたが、削減できるところは削減できるよう協議していきたいと思っております。で、売り上げの値引き等の戻り等がございますが、これは商品券やポイントカードの分で、その差の分の値引きということでございまして、その差の分の計上を上げているということで確認しております。
　先ほど宮本議員が言われたとおり、なかなかこういう厳しい経営状況でございますので、先ほども言いましたが、利益を上げ、経費を下げ、新しい商品開発や人が寄ってくれる施設づくりを早急に考えていかなければならないと痛感しており、役員の方も同じ意見であることは間違いありませんので、今後とも、そういう運営が向上するように努めてまいりたいと思います。
○議長（安元慶彦君）宮本議員。

○１１番（宮本理一郎君）６ページをごらんください。
　事業計画が並んでます。これは私に言わせれば、絵に描いた餅です。きれいな言葉が並んでますが、これはどういう意味かというと、数字的裏づけがないから、絵に描いた餅と申し上げます。
　基本方針の中に、「環境が変化する中、出荷者のためはもとより、今まで意識の薄かった消費者のための店づくり」と。今まで意識の薄かった消費者のための店づくり。商売というのはお客さんがあって成立するものです。お客さんに商品を買っていただいて、その中から働いてる利益を生み出すわけですからね。この設立当時の設立趣旨というのが、地域営農者の出荷者の、中小零細の出荷者の生活を守るため設立したという趣旨もあろうかと思います。だけども、店を張ってる第一義的問題は、お客さんが来て商売がなるんです。だから、消費者のための店であることは当たり前。何でこれ、消費者をまず第一に書かないんですか。だから、お客さんのための店。お客さんが来なかったら商売できないわけですよ。お客さんがあって、出荷者があって、地域が潤うわけです。ですから、そういった意味でこれはおかしいということ。

　あるいは、ここに特産品開発事業のことをいろいろ書いてます。書いてますが、企画倒れして、本当に実現性があるのか。実現して初めて数字として成立するわけで、考える案はいくらでも出るんですけれども、私は実現性のあることを説明できる形でこういう文書を書いてほしいと思うんです。
　ですから、客数や客層の動き、固定客や流動客がどのぐらいおるのか、どの辺からお客さん来てるのか、商圏の精査をしたり、今置いてる商品で十分なのか、商品量は、ボリュームは出てるのかどうか、いろんなチェック項目があるんですね。こういったことを思えば、逆に言えば、まだ成長する余地は十分に残ってるんですが、販売員と販売員、このお店を応援する会社組織全体の危機意識、認識をいま一度新たにしなければ、このお店は将来あるかないかの立場にあるんじゃないかと思います。
　最後に、町長、一言。
○議長（安元慶彦君）町長。
○町長（坪根秀介君）さすがデパート出身の宮本議員の御指摘だなと感心しているところでございますけれども、援護させていただきますと、そもそも、しんよしとみの道の駅しかり、さわやか市にしかり、生産者のためのというところからスタートをしておりましたので、民間から見れば、お客様あっての商売じゃないかという御指摘はもう当然のことだと私も思います。しかしながら、今までの歴史がそのように来ましたので、お客様あるいは生産者、この辺のバランスをしっかりとっていかないと、生産者も今納得していない状況に来てますし、外部の者を入れるなというような生産者も多うございます。その辺をしっかり、商売とは何ぞやということをこれから肝に銘じながらしっかりと立て直す方向で考えていかなければならないと思ってます。

　冒頭申し上げました島根県の海士町、これが非常に参考になるのかなと思いますけれども、地産地商課というのを持ってまして、地産地商の「しょう」は、「消す」でなくて「商い」なんですね。ですから、地域がやっぱり覚悟を決めて外部に打って出ると、そういう意気込みで「商」の字を使ってるというところで、地域が一丸となって中央に打って出ている。このようなことも考えられるので、キャパの少ない、今、中津もできた中で、非常に厳しいこの地域の商売とはなってますが、いろんなこと、その辺も十分に検討しながら、道の駅のスタッフとともに立て直してまいりたいと考えておりますので、御指摘のことも十分に考慮しながら、今後とも見守っていただければと思っております。

○議長（安元慶彦君）ほかに。
　大山議員。

○９番（大山　晃君）宮本議員の大変すばらしい意見が出たと思う。私もこれについて一言申し上げたいんですが、絵に描いた餅にならんようにですね。

　テレビ等々、新聞でもあるんですが、北九州市の八幡地区で行商というやつがある。車に物を載せて、お年寄りのお宅を１軒、１軒行商に回るんですね。そうすると、あしたは何があるかねということで予約もとれるわけ。行商という商売の道を一つ、町長、考えたらどうでしょうか。いつまでたってもこれは順返しですよ。くるくる、くるくる回って悪影響を起こすだけ。高齢化に向けての商売に、一つ力を入れてみませんか。私はこれは当たると思うんですがね。軽トラ１台あればいいんですよ。そういう商売をしてください。お客が来るのを待つんじゃないんですよ。私はそうしたいと思います。よろしくお願いしときます。

○議長（安元慶彦君）答弁ありますか。
　企画情報課長。

○企画情報課長（福田正晴君）済みません。行商イコール宅配とは若干違うかもしれませんが、宅配の事業は取り組んでおります。今年ですが、大体１０万から２０万ぐらいの売り上げにもなっておりまして、宅配サービスは現在も行っております。

○議長（安元慶彦君）大山議員。

○９番（大山　晃君）早う言うてくれりゃいいのに。あんたなしかな。そういうことを一緒に丸めていかないと、前には進まんよ。一緒になっていかんと。宮本さんが言った、絵に描いた方針だけじゃだめなんですよ。どこで力を出すかですよ。みんなで一緒に力を出して、もうかる道の駅にせにゃいかん。８００万も赤字を出しちょってね、これじゃいかんのですよ。どこで黒字化にするかということをみんなで知恵を出す。私の今の知恵は、行商に行きなさいということなんです。そうすること、お年寄りの一人一人、１軒、１軒、何ぼでもありますから、そういうことをすることによって黒字化になっていくよということを言いよる。
○議長（安元慶彦君）ほかに。
　企画情報課長。

○企画情報課長（福田正晴君）先ほどの日配品の強化ということで、買い物代行サービスの強化も今年の計画に上げております。要するに、要望が多いため、今後強化していこうということで、さらなる宅配品の買い物代行サービスの強化はしていこうということで、計画には上げさせていただいております。
　以上でございます。

○議長（安元慶彦君）ほかに。

　峯議員。
○７番（峯　新一君）ちょっとお聞きしたいんですけど、遺跡の前の駐車場は整備できないんですかね。
○議長（安元慶彦君）企画情報課長。
○企画情報課長（福田正晴君）遺跡の前ですかね。こちらのほうじゃなくて、ちょうど……。

○７番（峯　新一君）道の駅と道を挟んだ前の砂利道。

○企画情報課長（福田正晴君）道を挟んだ分ですね。あれは国指定のエリアになっているので、建物を建てたり、開発は、多分できないと、今、認識しております。

○議長（安元慶彦君）峯議員。

○７番（峯　新一君）というのが、道の駅ですからいろんな車がとまるんですけれども、トラックが５台、６台とまれば、あれだけ幅をとってお客は一人です。そのうち何人が買い物に来てくれるか、そういうのも考えたときに、トラックの駐車場を裏のほうに完備すれば、あそこに乗用車がとめられる、大型バスが入れるという、いろんな利点が出てくると思うんですよね。要は、駐車場の役割というか、用のない車がいっぱいおるんで、まずはそこから考え直して、大型トラックなり、そこらあたりのあそこで休憩するトラックは、悪いけど、砂利道の部分を少し修正して、向こう側でゆっくり休めるような、そういう駐車場にすれば、今のトラックがとめてる部分が大きく使えるし、あそこから中のほうはよく見えるんで、そういうふうな整備も必要じゃないかなと私は思いますけれども。
○議長（安元慶彦君）教育委員会は関係あるのか。

　教務課長。

○教務課長（古原典幸君）今の砂利を敷いている駐車場、あれは前の芝を広場にしておりますが、一体的な国史跡の遺跡でございます。あの部分は宇佐街道が通っておりまして、あの上に舗装をするということは、文化庁のほうから許可をいただけなかったということで、苦肉の策として、何もやってないということで砂利を敷いて、何かイベントのときには臨時的な駐車場という形でさせていただいてるということで、あの上は国遺跡の文化財になっておりますので、何もできないという今の状態でございます。
○議長（安元慶彦君）峯議員。

○７番（峯　新一君）舗装はできないんなら、草が生えにくいチップとかれんがの粉とか瓦とか、粉にしたやつをちょっと敷いてもらえれば草もできにくいし、管理ができるんじゃないかなと考えます。だから、大型が行ってスムーズに出られる、道幅、道路を少し広げてもらえれば、あそこは有効に使えるんでベストじゃないかなと。
　それから、自分もちょっと、幾らかなりとも出荷させてもらってるんですけれども、いかんせんお客が少ない。だから、お客を呼ぶためには何か一つ考えないけんけど、特産品というか、そこらの開発あたりをいくら考えても出てこんのじゃないか。それなら逆に言うと、お客さんのお客さんによる道の駅、みんなに親しまれる道の駅を考えていったほうがいいんじゃないかなと私は思います。どうでしょうか。

○議長（安元慶彦君）ありますか。

　町長。

○町長（坪根秀介君）改善策は、今、駅長を中心にいろんな改善策を打たれているところでございますけれども、ここまで落ち込んだ一番大きな要因というのはどこにあるのかと考えますと、やはり最初の組織に私はあると思うんですね。やはり地元企業のトップを役員にするとか、そういうことで、つき合い程度の、お友達みたいな役員編成を今まではしてたということもありますし、先ほどの生産者主体というようなこともありましたけれども、昔と違って、本当にこの辺の環境も変わってきまして、競合店がたくさんできたということも大きいと思いますし、物がそろわないんですね。物がそろわないから、生産者がスーパーとか農協とか、いろんなところに逃げるというようなところもありますし、今、悪循環になってますので、皆さんの御指摘もよくわかりますけれども、一つ一つ立て直してまいりたいと考えておりますので、ぜひ現場に来ていただいて、またいろんな御指導をいただければと思います。
○議長（安元慶彦君）ほかに。

　宮崎議員。

○６番（宮崎昌宗君）７ページの売上と収入の生産者手数料収入が２,５００万となってるんですけれども、２６年度の実績が１,７３１万ということで、プラス８００万。総額というと、ほぼ倍増となってます。８００万円を稼ぐのはそう難しくはないかもしれませんけれども、これ手数料ですので、割り戻すと１５％。大体手数料１５％ですので、割り戻すと大体６,０００万の売り上げを上げないと、この８００万増というのはできないんですね。
　この指摘は、平成２６年度の議会でまるっと同じことを言ったんですけれども、結局、２６年度のこの計画も実現できなかった。やっぱり６,０００万円分の生産者の販売額を伸ばすには相当な努力というのが必要だと思いますけれども、この１年間、どのような努力をされて、結局できなかったのかなということをちょっとお聞かせください。

○議長（安元慶彦君）企画情報課長。
○企画情報課長（福田正晴君）生産者とは、出荷組合がございまして、随時協議しながら根本的な出荷組合の意味であります地元の農産物を道の駅に出して、みんなで売って、売り上げを上げていこうという根本的なところから協議しながら、出荷量をふやすということで進めてまいりましたが、何とぞ近隣にも直売所が多く、先ほど町長も言いましたが、売れなければほかのところに持っていく、だんだん出荷量の量が減っていくというような状況が続いたのは確かでございます。そういう根本的なところから再度協議しながら立て直していくのも一つの方法でございますし、全体的な売り上げといたしましては、仕入れや町外の委託の売り上げを含めたところで売り上げは伸ばしていきたいと思います。
　今、宮崎議員が言われましたのは生産者のほうだと思いますが、そういうような状態でうまくかみ合わなかったのは確かだと思っておりますので、８００万の売り上げを上げるためには、１５％の手数料になるので、金額としては大きな金額になると思いますが、このような形を引き続き出荷組合と協議しながら、立ち直していく方向で今後ともやっていきたいと思っております。

○議長（安元慶彦君）町長。

○町長（坪根秀介君）我々は何を努力したかということですけれども、これは現場に何度も行かれれば、宮崎議員もお茶の出荷をしてるんではないかと思いますけれども、海産物を入れるのに、大分の蒲江のほうまで行って、ＭＡＲＵＫＡＩと取引を可能にするとか、いろんな努力はしてますし、レイアウトもいつも変えてます。私はある程度努力はしてると思ってますが、ただ、いかんせん、中津ができたということで、ほかの競合店、軒並み３割は売り上げが落ちてると。豊前市だけは、高速道路から全てのお客さんが通るということで、豊前市だけひとり勝ちの状態にあるというふうに把握しておりますけれども。
○議長（安元慶彦君）宮崎議員。

○６番（宮崎昌宗君）先ほど町長言われたように、例えば蒲江から海産物を持ってくる、そういった努力は必要だと思う。それはわかってますけれども、ただ、生産者の手数料という項目で６,０００万を目指すというのに無理があるんじゃないかなと思うんですね。その辺はちょっと半分諦めて、最低３,０００万ぐらいにしておいて、ほかのところから売り上げを得るような予算を組んでいかないと、また来年も達成できないんじゃないかなと思います。生産者手数料を上げるという考えではですね。だから別の、例えば仕入れなら仕入れ、そういった別の項目で売り上げ増を目指していかないと、本当、絵に描いた餅なのかなとも思い、ちょっと指摘しました。当然、私も生産者としては頑張りたいと思いますけれども、限界がちょっとあるんじゃないかなと、そういった意味で指摘させていただきました。
　以上です。

○議長（安元慶彦君）町長。

○町長（坪根秀介君）先ほども申し上げましたけれども、十数年間ずっとこのような状態を続けておりまして、生産者もかなり逃げてると。これはさわやか市も同じことだと思いますけれども、この状態で競合店ができ、高速道路が開通するということになれば、これはどんな会社だってつぶれると思うんですね、このまま行けば。
　だから、先ほど申し上げましたように、地産地商の商いじゃないですけれども、外部に打って出るというようなことを考えてやらないと、キャパシティはもうこれ以上は難しいだろうと思っております。そういうことも考えながら進めてまいりたいと思っておりますので、もう少し様子を見てほしいと思いますし、現場に来ていろんなアドバイスをいただければと思っています。

○議長（安元慶彦君）ほかに。

　宮本議員、もう３回質問やったでしょう。

　ほかに。

（「質疑なし」という声あり）

○議長（安元慶彦君）質疑を終了します。

　以上で、本件の報告を終わります。

───────────────────────────────
○議長（安元慶彦君）日程第７、議案第３４号、専決処分の承認を求めることについて（上毛町税条例等の一部を改正する条例）を議題とします。

　議案内容の説明を求めます。

　税務課長。
○税務課長（福本豊彦君）それでは、議案第３４号について御説明申し上げます。

　議案第３４号、専決処分の承認を求めることについて（上毛町税条例等の一部を改正する条例）について、地方自治法第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分をしたので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。平成２７年６月９日提出、上毛町長、坪根秀介。

　理由といたしましては、地方税法等の一部改正する法律が平成２７年３月３１日に公布されたことに伴いまして、これに準じて本町税条例の一部を改正する必要が生じたため、専決処分をしたものでございます。
　次のページをお願いいたします。次のページに専決処分書をおつけしております。
　次のページ、１枚めくっていただきまして、上毛町条例第１２号ということで、上毛町税条例等の一部を改正する条例で、第１条から、１ページからずっと資料をおつけしておりますが、詳しい内容につきましては、６月議会議案説明資料を別紙でお配りしてると思いますので、そちらのほうで御説明をしたいと思います。

　それでは御説明申し上げます。

　上毛町税条例についてでございますが、１といたしまして、町税条例関係で、まず、均等割の税率適用区分の措置ということで、これにつきましては法人税に関する部分でございます。議案書のほうの、済みません、ちょっと行ったり来たりで申しわけないですが、新旧対照表をお配りしておりますので、それとあわせて見ていただければと思います。
　新旧対照表の２１ページからになりますが、これにつきましては、法人税の均等割税率につきまして、これまで資本金等の額で判定しておりましたものを、今回の改正におきまして、資本金と資本準備金を足した分のいずれか多い金額で判定するということに制度が改正されたことに伴いまして、改正を行うものでございます。
　次に、町税の減免申請期限の見直しということで、町税の減免を受ける場合、これまで納付期限の７日前までに手続をする必要がございました。今回の改正で、下記の条文、減免申請期限を納付期限までというふうに延長をするものでございます。例えばことしで言いますと、軽自動車税等が５月の納期でございますが、末日が祭日ですので、６月１日が納付期限となっております。これまでは、その１週間前までに申請をしていただくという形になっておりましたが、今回の改正で、納付期限６月１日までに申請をすればいいということで、申請の期間を延ばしたということで、申請者にある程度の一定の期限が確保されたということでございます。
　この条文につきましては資料にも記載させてもらっておりますが、第５１条の町民税の減免、第７１条の固定資産税の減免、今申し上げました第８９条の軽自動車税の減免、身体障害者等に対する軽自動車の減免、それから特別保有税に関する分につきましても同様に改正を行っております。新旧対照表のほうにも、それぞれのページのほうに記載しておりますので、ごらんいただきたいと思います。
　次に、個人住民税の寄附金控除額にかかわる申告の特例等に関する部分でございますが、これにつきましては、今回、法律改正にあわせて改正されたものでございまして、ふるさと納税の申告特例について規定をしたものでございます。
　内容といたしましては、寄附者の申告手続の簡素化ということで、確定申告が不要な給与所得者がふるさと納税を行った場合に、これまでは確定申告をする必要がございましたが、今回の改正で、当分の間ということで、ワンストップということで税額控除を受けることができる仕組みを導入することとされたものでございます。これは、確定申告をしなくても、次年度の税額控除をそれぞれの寄附を受けた自治体が住所地の自治体に書類を送ることにより、税額控除を適用できるという制度でございます。
　また、特例分の控除額の上限につきまして、これまで個人住民税の所得割額の１割が一つの上限でございましたが、それを２割に拡充するものでございます。ただし、これまでどおり、自分で確定申告をされた人、それから５団体を超える地方団体に寄附をした場合につきましては、この適用から除外をされるという内容でございます。

　次に、固定資産税の特例措置ということで、これにつきましては、地方税法の附則第１５条に特例措置がうたわれておりますが、その中からそれぞれの自治体がわがまち特例の対象とするということで、それぞれの自治体で条例を制定することとなっておりまして、今回、都市再生特別法に基づいた認定事業者が取得する公共施設等の管理協定が締結された津波避難施設の特例措置と、それから、新築サービス付き高齢者向け賃貸住宅にかかる税額の減額措置を新たに追加するということでございます。

　次の２ページのほうですが、軽自動車税の税率の関係でございます。これにつきましては昨年も改正がございましたが、今回の改正につきましては、環境への負荷の少ない軽自動車に対して、平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までに新規に取得した軽四輪等にかかる排ガス性能、燃費性能にすぐれた環境負荷の少ないものにつきまして、平成２８年度分の軽自動車税の税率を軽減する特例措置が創設されました。
　内容といたしましては３段階でございまして、電気自動車、天然ガス等の一定の要件をクリアする分については７５％の軽減。２番目が、平成１７年の排ガス規制より窒素酸化物等の排出量が少ないということで、その要件を満たす分については５０％の軽減。それからもう一つ、ガソリン車以外の分で乗用車、平成３２年燃費基準を満たすもの、平成２７年の基準値より１５％以下の性能のよいものにつきましては２５％の軽減ということで、状況によりまして軽減する特例が新たに設けられたものでございます。俗に言うグリーン化ということになろうかと思います。
　次に、二輪車等にかかる軽自動車税の見直しということで、これにつきましては、昨年、平成２６年度の税制改正を受けまして６月の議会において議決をいただきましたが、今回、税率を１.５倍に引き上げることとしたものを、適用期限を１年延期して、平成２８年度以降の年度分の軽自動車税に適用することになったものでございます。これに準じまして、農耕作業用車等につきましても同様の扱いということで、平成２８年度分以降について税率が改正するということで、今回お願いするものでございます。

　それから、たばこ税の税率の特例の見直しということで、これにつきましては、これまで旧３級品の紙たばこ、例えばわかば、エコー、しんせいとか６銘柄につきましては特例税率ということで軽減されておったわけですが、これを元に戻すということで、４年間、４段階で税率を少しずつ引き上げていくという改正でございます。

　議案第３４号につきましては、概略でございますが、以上で説明を終わらせていただきます。
○議長（安元慶彦君）説明が終わりました。

　これから質疑を行います。質疑はありませんか。

　三田議員。
○８番（三田敏和君）一つ確認ですが、個人住民税の寄附金控除額にかかる申告の特例というのがありますね。これは、今までは確定申告しなきゃいけないということが、それがなくなるということになると、前年度までにある自治体に寄附したときに、そこから納付書がこっちに来た状態で、自動的に、寄附者は何もせずに、自動的に控除されて税金がバックされるという形になるんですか。
○議長（安元慶彦君）税務課長。

○税務課長（福本豊彦君）今回の改正で、今、議員おっしゃったように、例えばＡ自治体に寄附した場合、その寄附した方がＢ自治体に住所地を置いてる場合につきましては、寄附を受けたＡ自治体が書類を住所地のＢ自治体のほうに、こういう寄附がありましたということで通知をするようになります。その通知を受けて、住所地の自治体のほうが課税を翌年度から寄附金額に応じた減額措置の処理を行うということです。これまでは、それぞれが寄附して確定申告をした上で、それに基づいて税務署のほうから書類が届きまして、それをもとに税額計算をしておりましたが、その手間が、間がなくなるという形で、直接御本人が確定申告をしなくて、次年度の税額計算のほうに反映されるという状況でございます。

○議長（安元慶彦君）三田議員。

○８番（三田敏和君）通常ですと、１２月末までの分で確定申告をするということは、次の３月、４月ごろに戻ってきますよね。それが、次の年に反映されるということですか。
○議長（安元慶彦君）税務課長。

○税務課長（福本豊彦君）今回の改正につきましては、地方税法で改正する分の内容でございまして、基本的には確定申告は、国税から言わせれば今までどおりの手続でしてもらいたいと。ただ、給与だけの所得者で、確定申告をするのが面倒ですよ、極端な話ですけれども、面倒、自分はしたくないということであれば、その分は恐らく、恐らくと言うとちょっとあれですけれども、私が把握してる範囲内では、確定申告しない場合は、しなくても寄附をした自治体から住所地の自治体に通知は送られるようになってます。だから、通知を受けた自治体につきましては、それをもとに住民税等の計算は行います。ですから、還付申告と今回の住民税の課税とは別の話になってるようでございます。その辺を私のほうもいろいろ確認はしてるところでございますが、今現在では、私が理解してる分については、今、申し上げたような内容でございますので。
○議長（安元慶彦君）ほかに。
（「質疑なし」という声あり）
○議長（安元慶彦君）質疑なしと認め、質疑を終了します。
　これから討論を行います。

　反対討論はありませんか。

（「討論なし」という声あり）
○議長（安元慶彦君）賛成討論はありませんか。

（「討論なし」という声あり）
○議長（安元慶彦君）これで討論を終わります。

　これから本案を採決します。

　本案を原案のとおり決することに賛成の議員の起立を求めます。

（全会一致）

○議長（安元慶彦君）全会一致。よって、議案第３４号、専決処分の承認を求めることについて（上毛町税条例等の一部を改正する条例）は、原案のとおり承認することに決しました。
───────────────────────────────
○議長（安元慶彦君）日程第８、議案第３５号、専決処分の承認を求めることについて（上毛町国民健康保険税条例の一部を改正する条例）を議題とします。
　議案内容の説明を求めます。
　税務課長。
○税務課長（福本豊彦君）それでは、議案第３５号につきまして御説明申し上げます。議案第３５号、専決処分の承認を求めることについて（上毛町国民健康保険税条例の一部を改正する条例）について、地方自治法第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。平成２７年６月９日提出、上毛町長、坪根秀介。
　理由でございますが、先ほどの議案第３４号でも申し上げましたように、地方税法等の一部を改正する法律が平成２７年３月３１日に公布されたことに伴いまして、本町国民健康保険税条例の一部を改正する必要が生じたため専決処分をしたものでございます。

　次のページをお願いいたします。次のページに専決処分書をつけさせていただいております。

　次のページをお願いいたします。
　上毛町条例第１３号、上毛町国民健康保険税条例の一部を改正する条例。上毛町国民健康保険税条例の一部を次のように改正するということで、改正内容を記載させてもらっておりますが、説明につきましては、先ほどと同様、議案説明資料の３ページをお願いしたいと思います。

　こちらで概略の説明をしたいと思います。国民健康保険税の今回課税額の見直しということで、第２条のほうに課税額がございますが、国民健康保険税の基礎課税額等にかかる課税限度額を引き上げるものでございまして、基礎課税額が今回５１万から５２万、後期高齢者支援金等の課税額が１６万から１７万、介護納付金課税額が１４万から１６万ということで、昨年が合計で８１万、今回が８５万という内容でございます。

　次に、国民健康保険税の減額の見直しということで、第２３条のほうでございますが、国民健康保険税の減額につきまして軽減判定という制度がございまして、このうちの算定方法につきまして、２割、５割軽減の基準額について見直しをするものでございます。
　内容といたしましては、２割軽減の算定時に被保険者数に乗ずる金額を、昨年２６年まで４５万でございましたものを４７万、それから５割軽減の算定時につきましては、２４万５,０００円を２６万ということで見直しを行うものでございます。
　この改正はいずれも２７年４月１日からの適用でございまして、今回の改正については、低所得者にかかる保険税の軽減を拡充するとともに、中間所得層にも配慮した改正となっております。

　以上でございます。
○議長（安元慶彦君）説明が終わりました。
　これから質疑を行います。質疑はありませんか。

（「質疑なし」という声あり）
○議長（安元慶彦君）質疑なしと認め、質疑を終了します。

　これから討論を行います。
　反対討論はありませんか。

　茂呂議員。
○１０番（茂呂孝志君）私は議案第３５号は反対の立場から討論いたします。

　国の施策ではありますが、課税限度額を引き上げ、より一層の住民負担をつくるものとなっています。国の国保の運営のあり方に問題があるので、この議案に反対いたします。
○議長（安元慶彦君）賛成討論はありませんか。

（「討論なし」という声あり）
○議長（安元慶彦君）これで討論を終わります。

　これから本案を採決します。
　本案を原案のとおり決することに賛成議員の起立を求めます。

（起立多数）

○議長（安元慶彦君）賛成多数。よって、議案第３５号、専決処分の承認を求めることについて（上毛町国民健康保険税条例の一部を改正する条例）は、原案のとおり承認することに決しました。

───────────────────────────────
○議長（安元慶彦君）これから、議案の委員会付託を行います。

　６月５日、議会運営委員会の協議結果を運営資料として配付しておりますが、運営資料の４ページ、委員会付託表をごらんください。
　付託案の朗読に際しても議案名の朗読は省略します。
　議案第３６号、議案第３７号（所管分）及び議案第３９号の３件は、総務産業建設常任委員会へ。
　議案第３７号（所管分）、議案第３８号、議案第４０号、発議第３号及び第４号の５件は、文教厚生常任委員会へそれぞれ付託いたしたいと思いますが、これに御異議ありませんか。
（「異議なし」という声あり）

○議長（安元慶彦君）異議なしと認めます。
　したがって、お手元に配付の委員会付託表のとおり、所管の常任委員会に付託することに決定しました。
───────────────────────────────
○議長（安元慶彦君）続いて、各常任委員会の開催日についてお諮りします。
　運営資料６ページ、委員会日程表をごらんください。
　各常任委員会の開催日は、議会運営委員会で決定いただいた日程のとおり決定いたしたいと思いますが、これに御異議ありませんか。
（「異議なし」という声あり）
○議長（安元慶彦君）異議なしと認めます。
　したがって、常任委員会の開催日は、運営資料、委員会の日程表のとおり開催することに決定いたしました。
　以上で本日の日程は全て終了いたしました。
　本日はこれにて散会いたします。御苦労でございました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　散会　午前１１時５２分
　　　平成２７年６月９日
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